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各地域包括ケア推進会議における論点





包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

医師 4 保健師（健康推進課） 1

歯科医師 1 地域包括ケア推進課 1

薬剤師 1 地域包括職員 6

看護師 2 予防プランナー 0

リハビリ 0 多機能Co 0

CM 14 警察・消防関係者 0

介護事業所 4 第1層多機能Co 1

民生委員 4 障害福祉課 2

町会自治会 0 基幹相談支援センター 1

地区社協 1 障害事業所 7 50

医師 0 保健師（健康推進課） 1

歯科医師 1 地域包括ケア推進課 1

薬剤師 2 地域包括職員 5

看護師 0 予防プランナー 0

リハビリ 1 多機能Co 1

CM 9 警察・消防関係者 0

介護事業所 2 第1層多機能Co 0

民生委員 2 高齢者支援課 1

町会自治会 0

地区社協 0 26

○地域住民に対してセルフケア
による介護予防活動の普及啓発
が必要。

○専門職間で自立支援について
話し合う機会を増やして、支援
方針を同じ方向にすることが必
要。

○介護予防や社会参加ができる
社会資源を増やす取り組みが必
要。

肺気腫の持病がある要支援１の
高齢者。本人が「主治医からデ
イサービスでリハビリをして筋
力をつけた方が良い」と助言を
受けて包括に相談に来た。包括
としては、デイサービスに週１
回行くだけなく、セルフケアや
介護保険サービス以外の社会資
源なども活用することが、本人
の自立した生活の維持のために
必要だと考えているので、どの
ような提案（介護予防ケアマネ
ジャージメント）をすればよい
かを考えたい。

○今回の地域ケア会議で初めて
手帳のことを知った出席者が多
かったことは、大きな成果で
あった。

○手帳の配布場所の候補：
医療機関、薬局、体操教室、地
域サロン、スーパー、郵便局、
デイサービス等介護事業所

○民生委員、町会、社協経由で
配布する。

○ケアマネジャーが利用者の家
族に配布し、特に気になる人は
包括に連絡する。

○個人で活用するよりもグルー
プで活用した方が継続できるの
ではないか。

○圏域内にある大学の学生向け
講義において、松戸市の介護予
防の取組例として手帳の紹介を
検討していただく。

○手帳の活用にあたって包括職
員の個別支援が受けられること
を周知することで、介護予防に
取り組もうという人を増やせる
のではないか。

○QRコードなどのIT技術を活用
して、手帳利用者の属性や活用
状況をデジタルデータ化できな
いだろうか。

○手帳活用のインセンティブ
（商品券贈呈など）や商店とコ
ラボした特典などがあると良い
のではないか。

○市から、介護事業所や医療機
関などに、手帳について広く周
知してもらいたい。

80代、要支援１の本人と配偶者
（要介護３、認知症）、子②の
３人暮らし。別居の子①がKP
で、日中は就労、夜間は両親の
介護の為、自宅で寝泊りしてい
る。
配偶者の妄想や暴言の対応に苦
慮し、家族への負担増大あり。
子①の意向に沿わず本人が対応
したことに激昂し、本人を蹴っ
てしまい虐待ケースとして対
応。
本人と子①の以前からの確執、
子①からの「暴力性が加速して
はまずい」との発信があり、些
細なことで手をあげてしまう。
こだわりが強く理解が得難く、
配偶者は適切な支援が受けられ
ない状況。
子①の思考や特性等より、発達
障害を伺わせる側面が見受けら
れる。支援者は子①を理解し、
対処法を講じる必要がある。

○子に寄り添い、共感、同意を
得ながら信頼関係を築く。

○子への訪問、傾聴の為、民生
委員を活用し、支援者間で連携
を図る。

○長所を見つけて行動を評価、
アセスメントを行いながら支援
をする。

○必要に応じ、種別ごとの相談
先（インフォーマルサービスや
地域資源等）を明確化し、接
続、連携を図る。

○住民主体の社会資源の立ち上
げ、継続的活動に繋げる。

○社会資源同士がコラボした活
動の取り組み。

○専門職を生かした地域活動。

○集中力が途切れやすい特性が
ある為、説明には動画等活用す
る。

○支援者間で連携できるツール
の必要性。

○制度やサービス利用の際、障
害特性に配慮した説明資料（例
えば動画等）の作成。市HPへの
掲載。

○65歳問題。理解度に合わせた
説明や適正なサービス利用に向
け、サービス移行前に障害と高
齢者分野との連携が図れるシス
テム作り。

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

明第1 5月26日
発達障害のある
方への支援につ
いて

ア

○思考に特性があり発達障害疑
いがある方(またはその家族)は
受診に繋がらず、ケアマネ
ジャーの支援が難しい傾向にあ
る。

○家族に課題があり支援が難し
い場合、地域包括に相談する。

保
健
医
療
関
係
者

介
護
福
祉
関
係

者

地
域
関
係
者

行
政
職
員

地
域
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー

ア
明第2
西

5月13日

フレイルから要
支援認定レベル
の高齢者の介護
予防について～
松戸市介護予防
手帳（Myらいふ
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 1 保健師（健康推進課） 1

歯科医師 1 地域包括ケア推進課 1

薬剤師 1 地域包括職員 4

看護師 1 予防プランナー 0

リハビリ 1 多機能Co 1

CM 5 警察・消防関係者 0

介護事業所 2 第1層多機能Co 1

民生委員 7 つながり協力員 2

町会自治会 4 MSW 1

地区社協 1 35

医師 2 保健師（健康推進課） 1 高齢者支援課 3

歯科医師 1 地域包括ケア推進課 2

薬剤師 2 地域包括職員 4

看護師 1 予防プランナー 0

リハビリ 1 多機能Co 1

CM 3 警察・消防関係者 0

介護事業所 3 第1層多機能Co 0

民生委員 1 しぐなるあいず 1

町会自治会 2 元気応援くらぶ 2

地区社協 1 認知症カフェ 1 32

80代、独居、生活保護。要介護
１。本人は他者に対して金銭を
貸しているが、他者からの返済
の見込みがない状況。本人は他
者よりの返済があることをを信
じている。また本人は誰かの役
に立ちたい、助けたい等の信念
がある。他者との関わりを断つ
だけでなく、本人の信念を叶え
る場、役割を担える場への参加
を支援する必要がある。

80代、認知症、要介護１。配偶
者（80代、うつ病、要介護２）
と同居。配偶者は本人に対して
怒鳴る、叩く等の行為あり。本
人は通所サービス利用を拒否、
また配偶者は言語の違い等で地
域のつながりが無く、閉鎖的な
世帯。本人には介護サービスで
はなく気軽に参加できる地域の
場に繋ぐことが望ましく、また
配偶者は障害者や海外出身の方
も参加できる場を周知する必要
がある。

○防犯の為のパトロールだけで
なく、見守りを兼ねたパトロー
ルを行う地域を広める。

○広報誌や回覧板で、市の見守
りの周知を行う。

○近所の方の小さな気づきを包
括や民生委員に報告する。

○社会参加が可能なイベントを
増やす。

○回覧板や他者に繋げるもの
で、気づきが得られる。

○いきいきサロン、ふれあい会
食会などで見守り事業を周知す
る。

○包括、医療機関等が参加し、
連携強化につなげるための研修
会の開催。

○緊急時だけでなく、包括や町
会、民生委員が知っておいた方
が良い、個人情報の開示方法。

○介護予防把握事業アンケート
を2回とも返信のない方を情報的
孤立、又は返答ができない状態
であるとして訪問や情報提供の
強化。

○ご近所間で異変を察知した場
合の相談先、相談の仕方などフ
ローを作り、地域住民に周知す
る。

○市が主催する研修会、交流会
の開催。

70代、要介護３、独居。配偶者
について死別か離別か本人が言
いたがらず不明。子①と自営を
営んでいた。令和７年10月に骨
折し入院。退院時に手すりのレ
ンタルが開始となった。ケアマ
ネジャーが本人から話を聞こう
としても、本人は頑なに口を閉
ざし何も話したがらない。ケア
マネジャーは病院からの看護サ
マリーで骨髄腫を知った。同年
11月抗がん剤治療のため入院。
今後の経過次第では医療面のサ
ポートが必要になると思われる
が、訪問を受け付けない状態で
ある。さらに自分のことについ
て細かく聞かれるのが嫌な様子
で本人の意思確認が困難となっ
ている。

○地域の医療や介護従事者に対
しても、地域つながりマップの
周知を進めていく。
○地域医療・介護従事者と多機
能コーディネーターの連携を進
めて行く。
○地域へ地域つながりマップの
更なる周知。
○地域つながりマップの使い方
に対しても支援を進めていく。
○地域の自治会館等の、利用の
可否や、可能な場合の料金、そ
の他情報について、一覧として
元気応援くらぶ等の団体へ周知
していく。（２層ワーキング等
で行う）
○多機能コーディネーターを中
心に、男性が参加しやすい新た
な社会資源の開発を進めてい
く。
○元気応援くらぶの立ち上げ等
周知を進める。

○地域つながりマップの医療や
介護の専門職を含め、幅広く周
知をしていく。

○地域つながりマップを使いや
すいように、またより効果的に
マッチングできるように、ブ
ラッシュアップしていく。

○元気応援くらぶの更なる周
知。

○元気応援くらぶの申請の簡略
化や、補助金受給期間などの見
直し検討。
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○他者の介入を拒み、自宅に閉
じこもることで地域で孤立して
しまう。
○自分から情報を求めないと地
域の情報など必要な情報が届か
ない。
○本人の同意を得られないこと
で適切な支援に繋げられない。
医療機関との連携が不十分。
○家族の協力を得て医療機関と
の連携強化。地域で孤立しや

すい高齢者に気
づくにはどうし
たらよいか
また、地域の情
報が届かない高
齢者に対し必要
な情報を届ける
ため必要なこと
は何か

ア

○医療や介護の専門職方が、
フォーマルサービスを利用者に
繋ぐことがあるか。

○元気応援くらぶ等を地域へ周
知進めていく必要がある。

○既存の元気応援くらぶ等の団
体も、新規参加者の加入が進ま
ない、活動の場所の確保がない
等の課題があり、団体活動継続
の課題になっている。

○地域に不足している社会資源
の開発が必要。

○地域つながりマップの活用や
多機能コーディナーターに繋
ぐ。
○医療や介護の専門職が支援し
ている対象者だけでなく、その
家族に地域社会資源を周知して
いく効果もあり、世帯支援、地
域共生の観点からも、地域社会
資源周知は効果的。
○地域つながりマップを活用
し、社会資源の周知をしてい
く。しかし、地域つながりマッ
プの操作の難しさや一部検索結
果が不十分な部分がある。
○地域つながりマップを使用で
きない方が高齢者には多い。
○回覧版による周知は効果は低
く、地域の支援者等が必要な住
民に直接伝える方が効果的。
○自治会館等を使用していない
時がある。有料だが町会住民以
外に貸出をしているので元気応
援くらぶ等の団体も利用可能。
○男性が参加しやすい団体等の
社会資源が少ない、男性が興味
を示す活動を行う団体を開発す
る必要ある。

ア本庁 5月28日

明第2
東

5月20日

地域の社会資源
（通いの場、集
いの場）につい
て
○通いの場や集
いの場が地域に
周知されていな
い。
○元気応援くら
ぶを始め集いの
場や通いの場の
運営継続に課題
がある。
○地域に不足し
ている社会資源
がある。
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 1 保健師（健康推進課） 1

歯科医師 1 地域包括ケア推進課 1

薬剤師 1 地域包括職員 3

看護師 2 予防プランナー 1

リハビリ 1 多機能Co 1

CM 4 警察・消防関係者 0

介護事業所 7 第1層多機能Co 1

民生委員 6 高齢者支援課 1

町会自治会 2 有識者 1

地区社協 1 市社協 2 38

医師 1 保健師（健康推進課） 1

歯科医師 0 地域包括ケア推進課 1

薬剤師 1 地域包括職員 2

看護師 1 予防プランナー 0

リハビリ 1 多機能Co 0

CM 2 警察・消防関係者 0

介護事業所 1 第1層多機能Co 0

民生委員 1

町会自治会 0

地区社協 0 12

ア

イ

専門職が地域で出来ること

地域が専門職に望む支援

70代、要介護４。子①、孫と同
居。子の就労は４日／週、日中
不在が多い。本人は地域との関
係は希薄。配偶者と死別後仕事
中にバイクで転倒骨折入院。数
年前リンパ腫により下肢浮腫が
あり。痛みにより歩行不安定。
30代後半で精神疾患を発症、受
診は中断。症状悪化にて再受診
した。

○認知症カフェや集いの場でケ
アマネジャーや看護師からアド
バイスをする。

○地域リハビリテーション活動
支援事業を活用して、ケアマネ
ジャーのアセスメント支援や、
同行して自助具の選定やリハビ
リ職からのアドバイス、講演活
動をする。

○地域包括が地域リハビリテー
ション活動支援事業をケアマネ
ジャーに周知する。

○SNSやITの活用、動画配信等で
情報を得る。

○地域との情報交換の場がない
ため情報共有の場を作る。

○地域リハビリテーション活動
支援事業の活用を推進するため
に、居宅介護支援事業所に働き
かける。

○居場所となる建物等が必要な
ため、市からも働きかけてもら
い、情報を提供してほしい。

70代、要介護４。前配偶者他界
後、20年間独居。数年前に再婚
するも子はない。親族との関係
良好。
令和４年脳梗塞発症、高次脳機
能障害。再婚したが現配偶者と
は別居で週１～２回程度の訪
問。令和７年に同居開始した
が、仕事のため日中独居。緊急
時現配偶者と連絡が取りにく対
応が難しいためきょうだいが対
応。

○民生委員が訪問した際、役立
つ知識を専門職から得たい。
○インフォーマルサービスが見
えるようにしてほしい。
○ケアマネジャーがインフォー
マルサービスも把握して伝えて
ほしい
○薬剤師の支援として「こうし
たらいいですよ」等、助言でき
るインフォーマルサービスは必
要。

○民生委員の研修を充実させ、
訪問した際に活かせることを学
ぶ。

○地域包括が地域の困りごとを
抽出し、専門職へつなげ、専門
職は地域の人の困りごとを把握
して支援をしていく。

○地域包括が社会資源や、公表
されていないインフォーマル
サービスを把握して、専門職に
マッチングする。

○民生委員と地縁組織の連携を
市レベルで推奨する。

○地域つながりマップの内容を
充実させて、市民が多く活用で
きるようにする。

○支援する側が地域つながり
マップを実際に利用し、社会資
源へのつなぎを実践する。

○多機能コーディネーターを地
域で上手く活用できるよう、周
知啓発に取り組んでいく。

○支援者への地域つながりマッ
プへの普及啓発を行う。

○地域資源へのマッチングは多
機能コーディネーターへ繋げ
る。

○リエイブルメントに則った支
援者間の早期連携を図る。

○支援者側の地域資源情報の不
足

○地域つながりマップの周知、
活用

○地域つながりマップの活用状
況の把握、及び不足しがちな資
源情報の精査

○地域で不足しがちな社会資源
の発掘・開発検討

○地域資源に関する支援者間の
ネットワークを構築し、早期に
介入できる体制を構築する。

○SNSを活用した普及啓発の手段
を検討する。

○地域つながりマップに掲載さ
れていない情報は、支援者間で
情報を共有できる体制を構築す
る。

○地域活動への参加促進のため
に、短期集中予防サービスの介
入も選択肢の一つとして検討を
する。

○各地域で不足している資源を
洗い出し、需要の高いものに関
しては立ち上げを検討する。

○地域つながりマップへの掲載
内容の範囲が不明確（医療機関
の自費リハビリ等）。

○地域つながりマップについて
支援者への周知が不十分であ
る。

○地域つながりマップの仕様が
複雑であり、高齢者本人だけで
なく、支援者でも使いにくさが
ある。

○生活支援サービスは不足して
いるが、地域住民の中で立ち上
げるには、訪問等のハードルが
高い。

90代要支援２の親・70代癌治療
中のきょうだいと60代要支援２
の本人の３人暮らし。
本人は50代の時うつ病・統合失
調症を発症。翌年にはパーキン
ソン病の診断を受け、定年退職
以後は引きこもり状態。数年後
きょうだいの相談でDS利用に向
けて調整するも実現せず。多機
能コーディネーターが介入、グ
リスロ等活用での買い物・体操
教室参加の他、患者会等への参
加等、段階的に外出を試みた。
親族が利用しているふれあい会
食会の弁当配達に本人が関り民
生委員との交流にもつながる。
ケアマネジャーも引きこもり支
援等の研修受講、基幹相談支援
センターへの相談を行い、本人
の目標ラインに合わせた支援を
実施。
約１年の伴走でDS利用開始。親
族の体調不良等も重なり、社協
すまいる事業、SS利用等のサー
ビス増加に至る。本人は親と2人
でタ受診出来るようになった。

ア

東部 3月21日

地域で必要なイ
ンフォーマル
サービスについ
て

矢切 5月29日

高齢になっても
安心して暮らせ
る地域を目指し
て
～事例を通して
社会資源の活用
を考える～
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 1 保健師（健康推進課） 2 行政書士 1

歯科医師 0 地域包括ケア推進課 1 教育委員会 1

薬剤師 1 地域包括職員 5 MSW 2

看護師 0 予防プランナー 0

リハビリ 1 多機能Co 0

CM 3 警察・消防関係者 0

介護事業所 5 第1層多機能Co 1

民生委員 0 ボランティア 2

町会自治会 1 基幹相談支援センター 1

地区社協 1 成年後見センター 1 30

医師 4 保健師（健康推進課） 0 大学教員 2

歯科医師 1 地域包括ケア推進課 1 大学生 1

薬剤師 1 地域包括職員 4 市業務提携企業 1

看護師 1 予防プランナー 0 UR 1

リハビリ 0 多機能Co 1

CM 3 警察・消防関係者 1

介護事業所 1 第1層多機能Co 1

民生委員 0 福祉政策課 1

町会自治会 0 常盤平駅周辺まちづくり推進課 1

地区社協 4 市社協 1 31

○地区社協、行政（福祉政策
課、高齢者支援課）、警察署そ
れぞれに同様の住民リストを
持っており、更新作業に苦慮し
ている。また、URは契約時に住
民情報、緊急連絡先などの情報
を持っており、個人情報保護が
大きな障壁となっている。住民
情報について横断的に参照でき
るよう住基情報、マイナンバー
カード情報の活用など法改正も
含めて検討する。

○災害時ひとりで住まわれてい
る方をどうサポートするか（逃
げられない人）

○災害時住民の名簿リストが必
要

常盤平 5月21日

「認知症になっ
ても」高齢者が
住み慣れた地域
で安心して暮ら
していくために
～町会、民生委
員、ボランティ
ア、多世代が連
携していく体制
づくり～

地
域
関
係
者

常盤平
団地

3月5日

「お隣の顔が見
える関係性づく
り」（防犯・防
災の視点含む）

＜グループワー
ク議題＞
①3.11　その時
あなたは何して
た？「良かった
こと」「困った
こと」
②お隣（ご近
所）との関係性
づくりで必要な
こと
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○認知症のこもりがちな人が地
域に出れるように促す対策。

○認知症をこどもに広げるこ
と。

○支援者同士が顔の見える関係
性を作る。バリアフリーの関係
性。

○こどもと高齢者の関係性をい
かに結びつけていくか、また活
動する場の提供。

○空き店舗有効活用。活動資金
問題。

○成年後見制度や社協の自立支
援事業は、制度につながるまで
に時間と手間がかかり過ぎる。
広く多くに利用できる制度が必
要。
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70代、要介護１。認知症、見当
識障害があり自宅に戻れない状
況が度々起こり、救急搬送され
ることもある。きょうだいは協
力的でデイサービスの送り出し
のため訪問もしているが、訪問
時に行方がわからなくなってい
ることもあった。GPSをつけても
自身で外してしまう。本人は自
由を好み、デイサービス利用を
増やすことには消極的。基本的
な生活動作には問題はない。

90代、独居、要介護１。他者介
入を嫌い介護サービス利用拒
否。身寄りなく身元保証会社と
契約。前居住地に猫を通じた知
人と現在も交流あり、地域のサ
ロンにも行くことがある。
物忘れによるトラブルで孤立を
深め、居所安定せず（被害妄想
から包括や交番を訪れる、自宅
鍵を複数紛失）。掃除はできて
いないが、地域の生活インフラ
が整っているため不自由するこ
とはなく生活できている。

ア

○身寄りがない独居の高齢者に
ついて、詐欺被害に遭う可能性
がある。

○道迷いがあっても地域で暮ら
すことができる社会づくり。

○認知症の人が安心して暮らせ
る仕組みを、どのように若い世
代に普及啓発・周知していく
か。

○診療科各科と介護の関係者が
情報共有することができる仕組
みづくり。

○互助と共助がバランスよく機
能する仕組みづくり。認知症の
方が暮らしやすい街づくり。

○地域のバリアフリー化と簡便
で自主的に介護予防を行えるま
ちづくり。

○お茶を飲む会の継続。

○深い関係でなくても声掛け、
あいさつ（おはよう、こんにち
は、こんばんは、お元気です
か）。

○出入りが激しく、あいさつの
後が続かないのが課題（一つの
棟で把握は難しくても　上下左
右で知っていると良いが…）。

○顔が見えている事への大切さ
（名前は知らない）。

○外国の方も多く入居している
（声をかけるとほどんどの人が
答えてくれる）。

○元気応援くらぶの創出。

○常盤平駅周辺まちづくり推進
課とも一体的に活動し高齢者に
対しても優しい街を検討、実装
する

ア

○地域の見守るボランティア活
動の弱体化

○町会長、民生委員、ボラン
ティアとの連携をして地域で見
守り活動をする体制づくり

本人は修繕して自宅に住みたい
と希望したが叶わなかった。望
む暮らしを実現するために何が
必要であったのか。

地域ボランティア(つながり協力
員)の増員周知活動、見守り対象
者を民生委員と協力して探して
いる。定期的な居場所づくり。

○引きこもりがちな高齢者が行
きたいと思うイベントや行事を
考えている。

○地域人材の掘り起こし。現行
サロンへの見守り機能強化。交
流の場を作る。

○企業と地域をつなげて欲し
い。

○個人情報の取り扱いについ
て、特例があると動きやすい。

○見守り対象者の把握、つなが
り協力員の制度知識向上や現場
対応力向上など研修

イ

○認知症になっても安心して生
活が継続できる環境づくり

事故による高次脳障害や認知症
により、一人で外出し保護され
ることが増えているケース。

○福祉教育の場として、こども
と高齢者が触れ合える環境づく
り。

○地域、ケアマネジャー、福祉
事業所などとの連携。
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 2 保健師（健康推進課） 1 管理栄養士 1

歯科医師 1 地域包括ケア推進課 1 その他 1

薬剤師 1 地域包括職員 4

看護師 0 予防プランナー 0

リハビリ 1 多機能Co 1

CM 6 警察・消防関係者 0

介護事業所 3 第1層多機能Co 1

民生委員 6 つながり協力員 3

町会自治会 0 司法書士 1

地区社協 0 基幹相談支援センター 1 35

医師 1 保健師（健康推進課） 2

歯科医師 1 地域包括ケア推進課 1

薬剤師 1 地域包括職員 3

看護師 1 予防プランナー 0

リハビリ 1 多機能Co 1

CM 4 警察・消防関係者 0

介護事業所 7 第1層多機能Co 0

民生委員 1

町会自治会 1

地区社協 1 26

五香松
飛台

5月28日 消費者被害 ア

地域とのつながりがないと被害
に遭ったことすら把握できな
い。

○何処に誰がどんな状況で生活
しているかを「知る」ことから
始める。

○民生委員や地域の方が怪しい
と思われる方を把握する。

○被害にあった方を把握したら
速やかに警察や包括に第一報を
入れてもらうことを啓発する。

○民生委員の改選に伴い新メン
バー含めた民生委員に消費者被
害の情報共有を民生委員定例会
時実施。

○つながり協力員と共催で一般
市民対象に「消費者被害」の講
演を実施。

○地域とケアマネジャー交流会
で顔の見える関係作り継続。

○医療機関、金融機関など利用
者の多い場での注意喚起を実施
予定。

六実六
高台

5月20日

隣県に住むきょ
うだい以外に関
わりのある人が
いない独居高齢
者
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自立高齢者が投資詐欺に百数万
円程を複数回に分けて振り込ん
だことを民生委員が把握し包括
に通報。

認知症の方が通帳番号や暗証番
号を電話で伝えた事を隣人に話
したところ、隣人から包括に通
報。
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ア

○独居で地域との関わりを拒否
している人は実態把握や安否確
認が難しい。

○消費者被害に遭いそうな方が
いる。

○本人を遠くから見守る支援者
同士のつながりを作る必要があ
る。

○オレンジ協力員・つながり協
力員の見守り体制の強化。

80代、要介護２、認知機能の低
下があり、予定を覚えていられ
ない。一戸建てに独居。配偶者
は本人が20年の介護の末に亡く
なった。
現在、週１回の訪問介護と週１
回のデイサービスを利用してい
る。近隣との関わりなく、唯一
関わっているのは他県に住む
きょうだいのみ。床や配管の工
事を頼み、高額だったので消費
者センターに相談したことがあ
り、その工事自体は不要なもの
ではなかったが、今度は塗装を
お願いしようとしており、消費
者被害のおそれがある。ケアマ
ネジャーが介護サービスの利用
を増やすよう提案しても拒否。
成年後見人申請について勧めて
も現実的に考えられない様子。

○顔の見える関係性作りが必
要。

○掲示板、SNS、メールなどで不
審者情報の活用、普及啓発を行
う。

○撃退装置がつけられることを
周知する。

○地域の目を生かしたコミュニ
ティ作り（庭いじりをしながら
地域の見守り等。環境整備され
ている町会は犯罪率が低いと言
われている）。

○詐欺被害に遭わないよう普及
啓発が必要。

○電話のところに具体的な指示
（すぐに電話を切る、出ない
等）を貼っておく。

○市で統計があれば傾向が分か
り、対応策を検討できる。

○実際に六実六高台地区で起き
た被害をポスター等にして、人
の集まる場所、支所や病院など
に貼り出す。

○金融機関と相談もできるネッ
トワークがあると良い。

○インターフォンをカメラ付き
にし、相手を見られるようにす
るような、市の補助があると良
いのではないか。

○市全体で被害データを集約・
共有し対策を講じた具体策を、
若者含めて普及啓発を行う。

○年金支給日に「詐欺に注意」
「多額の額を一気に下ろさな
い」等の注意喚起ののぼりを全
ての金融機関に設置。
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 1 保健師（健康推進課） 1 福祉政策課 1

歯科医師 1 地域包括ケア推進課 1

薬剤師 1 地域包括職員 6

看護師 1 予防プランナー 0

リハビリ 1 多機能Co 1

CM 1 警察・消防関係者 0

介護事業所 0 第1層多機能Co 1

民生委員 1 ボランティア 2

町会自治会 0 つながり協力員 1

地区社協 0 元気応援くらぶ 1 22

医師 0 保健師（健康推進課） 1

歯科医師 0 地域包括ケア推進課 1

薬剤師 1 地域包括職員 8

看護師 0 予防プランナー 0

リハビリ 1 多機能Co 0

CM 2 警察・消防関係者 0

介護事業所 2 第1層多機能Co 1

民生委員 2 つながり協力員 1

町会自治会 1 疾患センター 1

地区社協 0 MSW 1 23
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地
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関
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者

○独居で半身麻痺の為自力での
行動が困難、現状サービスを利
用しながら在宅生活を継続。
○サービス利用が安定してきた
為、本人の希望もあり災害時の
対応について検討中。
○本人の身体状況から在宅避難
が推奨されるが、被害状況によ
り在宅避難が困難となった場合
の対応も検討する必要がある。

○普段の買い物にも介護サービ
スが欠かせない状態。身体的・
経済的背景から、備蓄品の用意
等、有事の備えをする余裕がな
い。

※上記と同一事例。

○地域との繋がりは希薄で有事
の際に協力可能な家族がいな
い。

※上記と同一事例。
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○小金原地区はバス、グリスロ
が地域を運行しているが、有効
活用できていない。

○個人の事情に合わせた移動や
買い物の手段が限られている。

○金銭的な事情で利用できない
ため、安価で柔軟性のある手段
が住民には必要である。

公共交通課題の
実態・買物困難
者に関する調査
結果

○疾患があり、バス停まで辿り
つけない。

○バスの乗り降りだけでも激し
い息切れが起き、外出はタク
シーに頼っている。

○タクシー代が嵩み、家計を圧
迫して困窮している。

○自分で店に行って選びたいの
で、介護保険サービスなどの買
い物代行は使いたくない。

○運転できなくなった場合の移
動手段が無くなる。小金原 5月19日

介
護
福
祉
関
係

者

地
域
関
係
者

○地域資源の情報発信と活用に
ついて、グリスロのパンフレッ
ト配布と周知。

○ボランティアの確保について
成り手を確保するよう募集を強
化する。

○買い物支援について、移動販
売車の誘致とネットスーパーの
利用促進。

○グリスロのパンフレットを全
戸配布を検討する。地域毎のグ
リスロ運行状況をわかりやすい
表示にするよう工夫を行う。現
在は曜日でルートが異なるので
目的や地域資源と関連付けた案
内表記にする。

○今ある資源の情報をまとめた
高齢者用の地域マップ作成の検
討。

○ボランティア増員に向けて参
加しやすい、仕組みづくりと役
割の細分化。

○移動販売車の活用状況に関し
て周知を図る。

○支援者に関するサポート体制
の構築（個人の好意で活動する
支援者について、リスク軽減を
図る制度の構築（例：保険制度
等））

○支援に関する仕組み作り（官
民、民民でのマッチングを行
い、それぞれの部分を繋げるこ
とで一つの支援として成り立た
せる仕組み作り）

○移動手段に関する体制作り
（グリスロの増便を可能にする
ための車両や運転手の確保の体
制作り）

○オレンジ協力員等を対象に、
ネットスーパーの使い方等のス
マホ教室を企画、これらと防災
活動を絡めた取り組みを検討。
○防災プログラムを実施予定の
サロンに、防災講話、備蓄品紹
介等、定期的に防災意識を高め
る機会を設ける。

○防災意識普及啓発資料とし
て、市民が親しみやすく、分か
りやすいリーフレット、パンフ
レット、ポスターなどの作成。
ローリングストックなどを用い
た、在宅避難の可能性を視野と
した災害対策の普及啓発。

ウ

町会・自治会等の担い手不足、
人間関係の希薄化から、個別の
避難への協力よりも地区内で安
否確認方法を徹底しておくこと
が必要。

○有事の際の安否確認方法につ
いて、各町会・自治会等で共通
の話題として取り上げ、検討す
る。

○独自の要支援者台帳を作成し
た町会や、SNSを活用した安否確
認が行える事業所がある。
○有効手段として「黄色いハン
カチ」やマグネット式の安否札
等が紹介された。
○町会内で平時から協力を呼び

掛けている事例も共有された。

○災害時、避難後の自宅へ設置
するサインなど活用した安否確
認活動の効率化。また、そのよ
うな物を利用した際の防犯上の
問題の検討。

小金 5月21日

小金版見守りガ
イドについての
意見交換

地域で暮らす高
齢者の防災・日
頃の備えについ
て

イ

多くの高齢独居世帯、高齢夫婦
世帯では在宅避難が推奨される
が、身体的・経済的背景から、
在宅避難の備えとして、備蓄品
の用意に困難を抱える世帯が少
なくない。

○保存水等重量のある物の多量
購入・備蓄は困難。生協・ネッ
トスーパーを日常的に活用し、
ローリングストックできる生活
の構築が有効（平時の体調不良
時にも対応できる）。個の取組
について情報提供、周知する。

ア

在宅避難が困難な場合の備えと
して、避難行動要支援者名簿登
録・個別避難計画の作成を推進
する必要がある。

○計画作成プロセスが防災意識
を向上させ、備蓄品の用意等具
体的行動に繋がることを確認。
○避難行動要支援者名簿及び個
別避難計画の周知を進める。
○個別避難計画については対象
となる方の大半が介護や医療の
サービスを利用していると思わ
れるため、ケアマネジャーや介
護サービス事業所への周知を進
める。

○名簿情報は町会長や民生委員
に共有される。一方、実際に支
援が必要な人が必ずしも登録さ
れているわけではない（ある町
会では対象者の2割以下の登録状
況との情報あり）。
○地区内介護サービス事業者・
町会・自治会・民生委員等に対
し、避難行動要支援者名簿およ
び個別避難計画のより一層の周
知や計画作成を推進する。

○市内介護サービス事業者・町
会・自治会・民生委員等に対
し、避難行動要支援者名簿およ
び個別避難計画に関してより一
層の周知や計画作成を推進す
る。

保
健
医
療
関
係
者

行
政
職
員
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 1 保健師（健康推進課） 1 市社協 2

歯科医師 1 地域包括ケア推進課 1 元気応援くらぶ 1

薬剤師 1 地域包括職員 7

看護師 0 予防プランナー 0

リハビリ 1 多機能Co 0

CM 0 警察・消防関係者 0

介護事業所 5 第1層多機能Co 1

民生委員 2 市職員 2

町会自治会 0 MSW 1

地区社協 0 基幹相談支援センター 1 28

医師 1 保健師（健康推進課） 0

歯科医師 1 地域包括ケア推進課 1

薬剤師 2 地域包括職員 4

看護師 4 予防プランナー 0

リハビリ 1 多機能Co 1

CM 6 警察・消防関係者 0

介護事業所 2 第1層多機能Co 0

民生委員 1 市社協 1

町会自治会 0

地区社協 0 25

○市全体の保護事例や認知症高
齢者の実態を把握・分析し、地
域ごとの課題を整理する。

○市全体での普及啓発や学校教
育との連携を進め、認知症にや
さしい地域づくりを推進する。

○警察や関係機関との広域的な
連携体制や情報共有体制を整備
する。

○GPS等の見守り機器への補助制
度や他市、他県の取り組みなど
の利用もできないかの検討を行
い、見守り体制の整備を進め
る。

認知症高齢者の
外出と地域見守
り体制の構築

馬橋西 5月22日
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者
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者

地
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ア

○認知症高齢者の行方不明や帰
宅困難事例が発生した際、どの
ような見守りや声掛けが早期発
見につながったのかを地域で共
有し、活かしていく仕組みが十
分ではない。
○GPS等のICT機器を活用して
も、持ち歩かない・充電切れ・
位置誤差など限界がある。ICTと
人的見守りを組み合わせた地域
見守り体制を構築する必要があ
る。
○認知症の方への声掛けや対応
方法が地域に浸透していない。
○認知症を地域全体の課題とし
て捉え、見守りに参加する住民
を増やしていく必要がある。
○警察・地域包括・地域住民等
との情報共有や連携体制をさら
に強化する必要がある。
○行方不明発生時だけでなく、
平時から顔の見える関係づくり
を進める必要がある。
○本人の外出や社会参加の機会
を確保しながら、安全に暮らせ
る地域づくりが求められる。

80代、要介護２の本人と子、孫
２人による４人暮らし。子の配
偶者は単身赴任中で、主たる介
護は子が担う。
本人は外出志向が強く、外出後
に自宅へ戻れなくなることがあ
り、これまでに複数回、警察に
保護された経過がある。現在は
GPS機器や見守りシールを活用し
見守りを行っている。
本人の安全確保を目的として
ショートステイを長期で利用し
ていたが、利用中に新型コロナ
ウイルスに感染。施設内で他利
用者の居室へ立ち入る行動や、
制止により不穏となる様子が見
られたことから、ショートステ
イの継続が困難となる。一時的
に自宅へ戻り自宅療養となった
経過もあるが、自宅療養中も外
出してしまい警察に保護されて
しまうことがあった。

○地域住民や関係者が日頃の見
守り活動を通じて、気になる高
齢者や地域の変化に気付き、情
報共有を行う。

○学校、地域団体、事業所等が
連携し、多世代で認知症につい
て学ぶ機会を増やす。

○商店や金融機関、事業所等を
含めた地域見守りネットワーク
の構築をする。

○地域全体での高齢者声掛け訓
練や見守り訓練を継続的に実施
し、地域住民や関係機関が実践
的に学べる機会をつくる。

○認知症高齢者の見守りや行方
不明事例等について、地域で情
報を共有し課題を把握できる様
な仕組みを作ることができるか
検討する。

○学校、地域団体、事業所等が
連携し、多世代で認知症につい
て学ぶ機会を増やす。

○商店や金融機関、事業所等を
含めた地域見守りネットワーク
の構築をする。

○地域全体での高齢者声掛け訓
練や見守り訓練を継続的に実施
し、地域住民や関係機関が実践
的に学べる機会をつくる。

新松戸 5月19日
高齢者の自立支
援を促進してい
くために

ア

○要支援の認定を受ける高齢者
が増加しているが、ケアマネ
ジャーやサービス事業者がなか
なか見つからない。ケアマネ
ジャーに繋いでも結局サービス
利用に至らないケースもある。

○介護保険サービスを利用する
と長期的に利用し続ける方が多
く、卒業を提案すると本人や家
族は強く抵抗される場合もあ
る。

○高齢者が増え続ける中で、新
たに認定を受けた方やいざサー
ビスを利用したい方がいてもケ
アマネジャーやサービス調整に
時間を要し必要な方へサービス
の提供ができなくなる可能性が
考えられる。

○徐々に目が見えなくなってお
り不安感が強い。今後の生活を
支えるためにできること。

○できることが多くサービス利
用に消極的な本人の自立部分を
維持していくには。

○介護保険サービス導入時に目
標設定し、サービス日以外にも
自主的に取組みができるように
する。
○住民や各関係機関に介護保険
の現状やサービス卒業の意識付
けの啓発。卒業後も安心して生
活できる支援体制作りが必要。
○サービスを卒業した人に報酬
等のメリットがあるといい。
○自ら積極的に介護予防に取り
組めるような工夫や、地域資源
の選択肢を増やす。
○地域の活動や通いの場に参加
するための移動手段が課題。
○通いの場が継続して運営でき
るよう、事業として成立させる
ことが必要。
○ケアマネジャーが初回訪問し
サービスにつながらなかった場
合でも、民間サービスにつない
だ場合等であればケアマネ
ジャーに加算がつくといい。

○Myらいふ手帳の活用。

○地域つながりマップの普及啓
発。

○地域の社会資源把握、マッチ
ング。

○居宅介護支援事業所、サービ
ス事業所等に介護保険サービス
卒業や自立支援について普及啓
発。

○自力では地域活動や通いの場
へ行けない方への移動手段の提
供、送迎サービス。

○介護保険サービスにつながら
ず、民間サービスにつないだ場
合等にケアマネジャーに加算が
つく仕組み作り。

○住民や各関係機関に介護保険
の現状や、自立支援、卒業につ
いて市を中心に広く普及啓発。

○住民自らが介護予防や卒業に
取り組みたくなるような仕組み
や媒体作り。介

護
福
祉
関
係

者

地
域
関
係
者

保
健
医
療
関
係
者

行
政
職
員

地
域
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー

7



包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 0 保健師（健康推進課） 1

歯科医師 0 地域包括ケア推進課 1

薬剤師 1 地域包括職員 6

看護師 0 予防プランナー 0

リハビリ 1 多機能Co 1

CM 1 警察・消防関係者 0

介護事業所 7 第1層多機能Co 1

民生委員 1 市社協 1

町会自治会 0

地区社協 0 22

○サロン活動の参加者や担い手
の固定化、また運営者への負担
が集中している。包括でも地域
の専門職が可能な活動のサポー
トをストックし、可能な範囲で
の支援体制を構築していく。

○参加したいと思えるような魅
力ある活動内容の検討。

地域のサービス事業所が、地域
活動に支援する際の補助金等の
バックアップ体制、市内のサー
ビス事業所連絡会等との情報共
有や支援体制の構築。

イ
地理的な要因や身体機能低下に
より外出が困難になっている。

○ADL低下の著しい本人が、自宅
での生活を強く望む事例。

○集合住宅に居住しており、交
流の機会がない高齢者の事例。

「やりたいことを続けるために
サービスを活用する」という視
点、社会参加を目標設定したプ
ランつくりをケアマネジャー交
流会で再周知していく。

サロン活動が、体力・健康つく
りのきっかけの場として機能す
るための方策として、松戸市リ
ハビリテーション連絡会と相談
し指導者の育成等を検討してい
く。

地域活動の担い手の発掘や育成
プログラムの検討。

馬橋 5月7日

地域住民や専門
職が各々感じて
いる課題を、地
域内で情報共有
し相談できる仕
組み作り～点か
ら面へ～

地域の社会資源
に対して、どの
ような関わりが
考えられるのか
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○独居高齢者や閉じこもりによ
り社会的孤立につながりってい
る。

○地域住民にサロンなどの情報
が充分に届いていない。

○自我が強く閉じこもりになっ
ている認知症の方を地域でどの
ように支えていくことが望まし
いのかという事例。

○遠方からの転居でそれまでの
充実した暮らし、コミュニティ
がなくなってしまった事例。

○回覧板、地区社協広報誌、掲
示板を活用し広く周知。

○地域内の事業所などにチラシ
を掲示し、介護予防の普及啓
発。

○顔なじみの関係も大切なため
活動参加者から口コミでの情報
提供を促してもらう。
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